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こと (逆 F アンテナ)でインピーダンス整合を図ってきた．携帯電話の利用とともに，RFID (Radio 
Frequency Identification: 利用周波数は 13MHz, 433MHz, 900MHz, 2450MHz)を用いた近距離通信も
急速に広まっていくこととなった．RFID は，携帯電話に比べ低い周波数を利用するため，用いら
れるアンテナはループアンテナを折りたたんだものが主流となっている．2000 年代以降，携帯電話
の一般利用が広がると，ノートパソコンなどのモバイル通信機器に対して無線 LAN (主に 2.5GHz, 
5GHz 帯)により最大で 54Mbps のデータ送受信を行う通信システムが普及し始めた．無線 LAN 用ア
ンテナも，携帯電話同様に低姿勢化がなされている．これらは，液晶モニタの淵に配置する形状と
するため，逆 F アンテナやメアンダアンテナなどで構成されている．また，無線 LAN に留まらず，
Bluetooth や GPS 用のアンテナも内蔵されるようになり，多周波共用アンテナなども盛んに研究さ
れてきた．2008 年頃から，携帯電話と携帯情報端末 (PDA)を融合したスマートフォンが広く利用
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考えられる．UWB アンテナの送受信間における群遅延特性については，全帯域幅において 1 ns 以
下の変動を目標とした設計がなされている[14]．しかし，送受信アンテナ間の群遅延特性評価は行
われているが，アンテナ単体すなわちアンテナ自身の群遅延特性評価についての報告はほとんどさ
れていない．また，UWB 技術の応用として，図 1.1 に示す位置特定システムを想定したとき，送
受信アンテナの近傍においてアンテナ自身が持つ群遅延特性 (アンテナ群遅延)が測位誤差に影響
を与えるものと推測される．これは，例えば 1GHz においてアンテナ群遅延が 1λであるとき，約











テナ素子を平面化することで広帯域化を図っている．図 1.3 は，UWB 通信などのシステムに求め
られる全方位への電波放射の様子を示している．UWB では等価等方放射電力 (EIRP：equivalent 



























図 1.2 アンテナの広帯域化 
 
 























































本論文は，大きく分けて 3 部から構成されている．第 2 章はアンテナ群遅延特性評価技術に関す













































である．放射効率測定として，簡便かつ高精度な Wheeler cap 法が提案されている．しかし，測定
においては波長に比べて Cap が大きくなるため，Cap 自身の共振 (高次共振)が発生し，測定誤差が
生じることが課題であった．UWB のような広帯域アンテナの放射効率を測定するには，この高次
共振に起因する測定誤差を避けることが必要である．従来は，高次共振を避けるために，Cap のサ
イズを変えることで測定を行っていた．例えば，1 つの Cap サイズでは，3～4.2GHz まで高次共振
が存在しないので，これによる効率の落ち込みが無く測定が可能である．なお，大きさの異なる 5
つの Cap を用いると 3～5.4GHz まで落ち込みを回避して測定が可能である．しかし，Cap を測定ご
とに変えるのは，煩雑であるため，Cap サイズを変えることなく測定可能な手段について検討する．
そこで，高 Q (Quality factor)である球形の Wheeler cap を用い，高次共振モードを離調するために，
スタブチューナ及びスタブとリングを組み合わせた真鍮製マルチモードチューナを提案し，広帯域
アンテナ効率測定に応用する．具体的には，真鍮製の球形 Wheeler cap を用い，高次共振周波数を
わずかに離調することで測定可能となることを理論式により明らかにする．さらに，球形 Wheeler 
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ては，動作帯域において 1 ns 以下の変動を目標としたアンテナ設計が要求される． 
一方，通信目的以外の例として位置特定システムの観点から見たアンテナの群遅延特性について
も論じる．近年，位置特定システムを搭載した無線通信機器の要求が増している．その中でも GPS 






























半波長ダイポールアンテナの群遅延を解析するにあたり，図 2.1 のように距離 d 離れた同一平面
上に，送受信アンテナをそれぞれ最大放射方向に配置したモデルを考える．このとき，2 つのアン
テナの送受信ポートを，それぞれ Tp，Rp とする．また，送受信ポート間の電波伝搬群遅延を DT，
送信アンテナの群遅延を Da，受信アンテナの群遅延を Db，送受信ポート間距離 (自由空間距離)d






















一般に，図 2.1 の送受信ポート間は図 2.2 に示す 4 端子回路網で表現することができる[11]．この
とき V1，V2，I1，I2 は送受信ポートにおける入出力電圧及び電流，マトリックス要素 Z11，Z22 は送
受信アンテナの自己インピーダンス，Z21(=Z12)は送受信ポート間の相互インピーダンスを示す．さ
らに，半波長ダイポールアンテナシステムは，図 2.3 の 2 ポート Z マトリックス等価回路で表現す



















































































2.2.2 相互インピーダンスの導出  
 
ここで，半波長ダイポールアンテナシステムにおける送受信ポート間距離 d が波長 λに比べて十
分大きいときの相互インピーダンス Z21について考察する．文献[11]より，2 つのダイポールアンテ
ナの相互インピーダンスは，起電力法により計算で求めることができる．送受信アンテナの素子長
がそれぞれ l，送受信ポート間距離が d，自由空間を伝搬する電波の速度が c であるとき，送受信ポ
ート間の相互インピーダンス Z21は以下の式により導出することができる． 
 
212121 jXRZ  ................................................................................................................. (2.3) 
                                  





















































































































  ............................................. (2.7) 
 























































  ............................................................................ (2.10) 
 
式(2.9)で得られた相互インピーダンス Z21と送受信ポート間距離 dの関係を図 2.4に示す．このとき，





































































の組み合わせで表すことができる．式(2.16)より送受信ポート間距離 d の電波伝搬群遅延 Dd は，
d/l→∞の条件下において送受信アンテナ間の相互作用が無限少となり，式(2.12)を角周波数 ω で微
分したもので表されている． 
またアンテナ群遅延 Da は，Z11＝Z22 のとき Db と等しくなり，送受信ポート間の電波伝搬群遅延







 ....................................................................................... (2.17) 
 
 以上より，遠方において形状が等価対称なダイポールアンテナの群遅延 Da及び Dbは，アンテナ
自己インピーダンス Z11(=Z22)の値によって決定される．例として，図 2.5 に自己インピーダンス (付
録 A.1 参照)より計算した 1.68GHz で動作するダイポールアンテナの群遅延 Daの周波数依存性を示





































2.2.4 八木・宇田アンテナの群遅延  
 
八木・宇田アンテナにおいては，寄生素子によりアンテナインピーダンスが影響を受けるので，
アンテナ群遅延の計算が複雑になる．ここでは，図 2.6 に示すような図 2.1 のモデルに反射器を加
えた 2 素子の八木・宇田送信アンテナと受信ダイポールアンテナが距離 d 離れた同一平面上に配置
した簡単なモデルを考える．ダイポールモデルと比較するため，各アンテナ素子番号は放射器を 1， 
受信アンテナを 2，反射器を 3 とする．また，送受信ポート間の電波伝搬群遅延を DT′，八木・宇田























































V3，I3は反射器の給電電圧及び電流，Z31 (＝Z13)は放射器 1 と反射器 3 の間の相互インピーダンス，
Z32 (＝Z23)は受信アンテナ 2 と反射器 3 の間の相互インピーダンス，Z33は反射器の自己インピーダ
ンスを示している．ここで，反射器 3 は給電のないアンテナ素子なので V3=0 となる．したがって，






























































































































































































































 ....................................................................................... (2.26)    
  
  ここで，Da′は八木・宇田アンテナの給電点インピーダンスによって決定される群遅延である．




















ΔDd は，式(2.22)より Z23/Z21 1 となるので，実質的に，反射器の自己インピーダンス Z33 及び放






DDDDDDDD bTdbTday  .............................................. (2.28) 
 
 2 素子八木･宇田送信アンテナの群遅延 Dyは，遠方において，放射器の自己インピーダンスと放
射器の近傍に存在する素子間の相互インピーダンスによって決定されることを示している．なお，
八木・宇田アンテナの群遅延は，送受信ポート間の電波伝搬群遅延 DT′より既値であるアンテナの























 ................................................................................ (2.29) 
 
ここで，R は測定系の特性インピーダンスを示す． 
 半波長ダイポールアンテナの寸法は，使用する電波暗箱(1.5 m×1.5 m×2 m)の下限の周波数範囲
に対応させるために 84 mm とした．アンテナ素子の半径は 0.175 mm であり，1.68 GHz の共振点を
持つ．一般にダイポールアンテナのような平衡系アンテナは，測定に同軸ケーブルを用いるのでバ
ランが必要であり，図 2.7 に示すようなバズーカバランを使用した．バズーカバランは 42 mm (λ/4)
の長さで作られ，ネットワークアナライザの特性インピーダンスと合わせるために 50 Ω の同軸ケ
ーブルに接続される．実験は周波数範囲 1.4 GHz～2.0 GHz において行った．ダイポールアンテナの
群遅延測定法を以下に述べる． 
はじめに，図 2.8(a)に示すように基準となる二つのバランの入出力ポート Tp, Rp を直結させたと
きの群遅延を測定する．つぎに，図 2.8(b)のようにバランにアンテナ素子を結合させた送受信アン
テナをそれぞれ距離 d 離したときの群遅延を測定する．(b)から(a)の群遅延を差し引くことで送受信
ポート間の電波伝搬群遅延 DT が得られる．ダイポールアンテナの群遅延 Da は，式(2.17)のとおり























図 2.7 バズーカバラン及びダイポールアンテナ 
 
    












 (b) Connecting dipole antennas 
 








アンテナ間距離 dに対するダイポールアンテナの群遅延Daの測定結果を図 2.9に示す．図 2.9で，
Exp.は実験値，Sim.は電磁界解析の結果を示す．横軸は，距離 d を 0.01 λ  (=1.68 mm)から 10.0 λ 
(=1680 mm)まで変化させている．縦軸は，自由空間で伝播する電磁波の波長 λで正規化した群遅延
の値 Daを示している．測定周波数は，アンテナの共振点 1.68 GHz である．電磁界解析には，三次
元電磁界シミュレータ (CST MW-Studio)を用いた．図 2.9 より，Exp.と Sim.値にわずかな差が生じ
ている．これは，電磁界解析において有限サイズのメッシュの切り方と吸収境界領域の設定により，
解が±数パーセント異なってくるためと考えられる．ここでは，メッシュを λに対して 20 分割に設
定している (付録 A.2,A.3 参照)．図の d<2.0 λ (=336 mm)の領域において Daは d が小さくなるにし
たがい振動を伴い減少している．これは，送受信ポート間の相互インピーダンス Z21 がダイポール
アンテナ近傍では Daに及ぼす影響が無視できなくなるためと考えられる．2.0 λ<d<5.0 λ (840 mm)
の領域においては Exp.と Sim.値は比較的安定した一定値となる傾向を示した．一方，5.0 λ<d<10.0 λ
では，同軸ケーブルやコネクタなどの実験環境に起因すると推定されるゆるやかな波状変動を除外
すれば，Daの実測値は電磁界解析値にほぼ一致することが示されたといえる． 
 図 2.10 は，アンテナ間距離 d が 5.0 λのときのアンテナ群遅延 Daの周波数特性を示している．Exp. 
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出したダイポールアンテナの自己インピーダンス Z11 を式(2.14)に代入し Da を計算した結果を示し
ている (付録 A.1 参照)．図 2.11 で Exp.，Sim.と Equ.値が動作周波数帯域 (VSWR<2)の範囲におい
てほぼ一致しており，直接アンテナの自己インピーダンス Z11から Daを計算できることが確認でき
た．VSWR<2 以外の周波数領域において Exp.，Sim.と Equ.値に差異が生じているが，これは計算方
法の違い，測定誤差によるものであると考えられる．なお，ダイポールアンテナの共振周波数
1.68GHz において Daは 1.3 λ (=213 mm)である． 
図 2.11 は，d＝5.0 λのとき，受信ダイポールアンテナを図中の幾何学図形のように回転させたと




図 2.12 は，アンテナ素子の半径 r を 0.05 mm から 0.5 mm まで変化させたときのアンテナ群遅延
Daについて電磁界解析及びモーメント法による算出から Daを計算した結果を示している．図 2.12
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図 2.11 d=5.0 λ時のアンテナ回転角に対するダイポールアンテナ群遅延 Da 
 
 






























r . 5 Sim.










図 2.12 アンテナ素子半径を変化させたときのダイポールアンテナ群遅延 Daの周波数特性 











Z マトリックスでの取り扱いやすさの観点から 2 素子としたが，実験においてはダイポールアンテ
ナの群遅延 Daと八木・宇田アンテナの群遅延 Dyの差異が顕著化するように 5 素子とした．用いた
八木・宇田アンテナは，1.67～1.82 GHz において VSWR<2 であり，約 10 dB の利得を持つ．測定は，
図 2.8 と同様の手順の後，無給電素子を付加して行った．    
八木・宇田アンテナを送信側とし，ダイポールアンテナを受信側としたとき，それぞれのアンテ
ナを同一平面上に距離 d 離して配置した実験構成を図 2.13 に示す．送受信アンテナ間の回転角を θ，
受信アンテナ自身の回転角を とする．最大放射方向は θ及び がそれぞれ 0°のときである．ただ
し，回転角 θ及び は図中の同一平面上 (xz 面)に対して水平偏波面内で回転するものとする．アン



























宇田アンテナの群遅延 Dyを波長 λで正規化した結果を図 2.14 に示す．Dyは，アンテナ間距離 d が
5.0 λ，また θ及び が 0°の場合の周波数特性を示している．図 2.14 (a)は受信側をダイポール，(b)
は受信側を 5 素子八木・宇田アンテナに置き換えたときの測定結果である．図 2.14(a)の Dy は，





田アンテナの共振周波数 1.68 GHz において Dyは 2.7 λ (=454 mm)である．また，VSWR<2 において






させ Dyを測定した結果を図 2.15 に示す．図 2.15(a)は θ＝－ 時に θを回転，(b)は θ=0°時に を回
転，(c)は θ=30°時に を回転させた場合の測定結果を示している．図 2.15 より，受信側がダイポー
ルもしくは八木・宇田アンテナの場合，Dy はともにアンテナ指向性範囲内 (図 2.15(a)では θ<45°，



















































































(b)  Yagi-Uda ― Yagi-Uda case 
                







































(a) Skew angle θ ( =－θ) 
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Out of range
      <-30°
 
 
(b)  Skew angle   (θ=0°） 
 


































      >-20°
Out of range
      <-40°
 
 
(c)  Skew angle   (θ=30°） 
 





























  ................................................................... (2.30) 
 
で表される．n は反射波の数，Riは反射係数，diは反射波の経路長を示す．いま，図 2.16 のような

















 ....................................................................... (2.31) 
                     
  
  















































































































































































































































































































































































































































































































 式(2.35)の計算結果を図 2.17 に示す．横軸は反射波と直接波の経路差を波長 λ で正規化したもの
を示している．縦軸は，反射波を含んだ送受信ポート間の電波伝搬群遅延 DTmultiと反射波がないと
きの電波伝搬群遅延 DTの差分を示している．図 2.17 から反射波と直接波の経路差が 10.0 λ (=1680 
mm) のとき，電波伝搬群遅延差 DTmulti－DTは R1=0.1 では 0.05ns と無視できる値であり，R1=0.3 の







    




























































称な放射素子を付加することで，ダイポールアンテナとなる．一方，図 2.19(a)の逆 F アンテナは，
誘導性として動作するインダクタンスにタップ給電しているとも考えられるので，図 2.19(b)に示す
LCR 共振回路で表される．コイルへのタップ給電は，インピーダンストランス動作となるので，
この LCR 共振回路は本質的に図 2.19 (a)の LCR 直列共振回路と同等である．このような動作からハ
ーフスロットアンテナの等価回路は，図 2.20 に示すような LCR 直列共振回路と LCR 並列共振回路
を組み合わせたもので表される．図 2.20 の直列共振回路 f0，f0′は，逆 F アンテナの共振周波数及び 
 
 





















図 2.18 ハーフスロットアンテナ 
 
 







(a) Monopole antenna 
equivalent circuit




















路の共振周波数は，6.5GHz，7.4GHz 及び 11.5GHz となり，並列共振回路の共振周波数は 3.0GHz
















































        
































 図 2.23 にアンテナ間距離 d に対するハーフスロットアンテナの群遅延 Dhの電磁界解析結果を示
す．このとき，例として 9 GHz において解析を行った．図 2.23 より，ハーフスロットアンテナに
関しても，群遅延 Dhがアンテナ間距離 d＝5.0 λ 以降で安定していることがわかる．また，ハーフ




 図 2.24 に，d=500 mm (3 GHz において 5.0 λ)における Dhの周波数特性を示す．図の Sim.は電磁界
解析値，Equ.はハーフスロットアンテナの等価回路より得られた自己インピーダンス値 (図 2.21)
を式(2.14)に代入して求めた値である．図より，このアンテナの群遅延は，動作周波数帯域幅に対
しての変動が 0.6 λ程度以内であり，UWB アンテナとしては，十分に平たんな群遅延特性を満たし
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ポールアンテナの群遅延は 1.3 λ (1.68GHz において 213mm)，5 素子八木・宇田アンテナの群遅延は





















第 3 章 無指向性広帯域アンテナの設計技術 






















































































プアンテナは UWB 用途のアンテナとしてさらなる拡張が可能であると考えられる[46]． 
本章では，入力インピーダンスを 50Ωに整合可能なループアンテナに着目し，最適化を行う．図
3.3 に本章で設計するアンテナの動作原理を示す．図 3.3(a) は，グランド基板上に設置された線状




するために，図 3.3(b) に示す高効率なループアンテナ (別名ヘンテナ[48])を用いる．ヘンテナのル
















(d) Half slot planar antenna
(c) Open Inverted-F antenna (Half hentenna)































図 3.4 に無指向性 UWB ハーフスロットアンテナの構造を寸法記号及び座標軸と併せて示す．こ
こで，ハーフスロット (便宜的な呼称)とは平面スロットアンテナを半分に切った構造に由来する．
図 3.4 は，平面の導体で構成されるアンテナであり，アンテナ導体は厚さ w，側辺 W，底辺 L，ス

























図 3.5 インピーダンス帯域幅の定義 
 
 















0.1mm に設定する．また，W 及び L の値を周波数スケールにより UWB の中心周波数 (6.5 GHz)で






標として解析を行う．アンテナの動作帯域 (インピーダンス帯域)は，ある VSWR (Voltage Standing 
Wave Ratio：電圧定在波比)値以下となる周波数幅で示される． 
本章では，図 3.5 に示すように VSWR を 2 以下と定義する．VSWR が 2 以下となる上限周波数を










 2 ..................................................................................................................... (3.1) 
 
上式は，値が大きいほど広帯域であることを示している．また，式(3.1)より UWB に与えられた中








 以下，アンテナ特性の解析は有限積分法 (FIT) による電磁界シミュレータ (CST 社 MW-Studio) 
を用いて行う．解析領域は，4 層の PML (Perfect Matched Layer) 吸収境界で囲まれた 66×42×66 mm3 








ット寸法をパラメータとしたときの給電位置 l に対するインピーダンス帯域幅の様子を図 3.7 に示
す．スロット終端位置 X を(a)0.5 mm, (b)3 mm, (c)6 mm, (d)9 mm とし，スロット幅 g をそれぞれ 0.05 
mm, 0.3 mm, 1 mm と変化させた．また，アンテナ構造との関係をグラフの上に示す．図 3.7(a)～(d) 
 
 44 
において，それぞれ g が 0.3 mm のとき帯域幅のピークが得られた．なお，ここには示していない
が，g を 0.05～1 mm と細かく変化させた場合についても解析を行った結果，各 X において帯域幅
のピークがいずれも g=0.3 mm に集中していることが分かった．つまり，3.3.1 で述べたようにイン
ピーダンス帯域幅は g に強く依存し，広帯域化に寄与するハーフスロットアンテナの板状平面の下
ループ及び開口スロットのキャパシタンス (2.4.3 参照)は g=0.3 mm 前後においてクリティカルで
あることが明らかとなった． 
図 3.7 より，スロット幅 g=0.3 mm の条件で各スロット終端位置 X における帯域幅変化に着目す
ると，いずれも給電位置 l に対して帯域幅が大きく変化し，鋭い帯域幅のピークが存在することが
分かる．すなわち，これは帯域幅が給電位置 l に大きく依存することを示している．また，各 X に
おいて l に対するピーク付近の帯域幅の変化が急峻であることから，帯域幅が最大となる最適給電
位置が存在することが分かる．ここで，各X におけるピーク帯域幅をまとめたものを図 3.8に示す．
スロット幅 g が帯域幅にクリティカルであるため図 3.8 の X に対するピーク帯域幅の依存性は比較
的小さい．しかし，その中でも X=6 mm において帯域幅が最大となることが見て取れる．これより，




(1) 最初に，帯域幅のピークが得られるスロット幅 g の選定を行う． 
(2) 次に，各スロット終端位置 X における帯域幅のピーク値をまとめる． 
(3) 最後に，(2) で帯域幅が最大となる X が決まれば，それに対応する最適な給電位置 l を決定
できる． 
 
上記の手順により，最大帯域幅が得られる構造パラメータは，g=0.3 mm，X=6 mm に決まれば， 
l=8.5 mm にピンポイントで決定され，その値は 94%であることが示された．ちなみに，設計にお
けるインピーダンス帯域幅の目標値は 109%であるが，本構造のアンテナでは帯域幅の値は 94%が
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 広帯域にわたり無指向性を確保する設計に際しては，前節で述べたようにスロット幅 g を 0.3 mm
に固定して評価を行う．スロット終端位置 X をパラメータとしたときの xy 面，yz 面，xz 面におけ
る放射指向性の落ち込み Ddipをそれぞれ図 3.9～図 3.11 に示す．図の横軸は給電位置 l，縦軸は Ddip
を示している．また，周波数は 3.5～10 GHz の範囲で変化させている．一般に，UWB アンテナに
おける無指向性の度合いを示す定量的な値は定められていない[30]．従来の無指向性 UWB アンテ
ナにおいては，電界面はいずれの周波数においても無指向性を満足しているが，磁界面に対しては
放射指向性の落ち込み Ddipが 20 dB 以上である[33],[34]．また，UWB 用の LNA (低雑音増幅器)とし
て，10dB 増幅器が一般に用いられている[12]．そこで，ここでは電界面，磁界面の 2 つの面に対し
て無指向性に注目した設計例として，広帯域にわたり放射指向性の落ち込み Ddipが 10 dB 以下とな
る構造パラメータを設計指標とした． 
まず，図 3.9～図 3.11 より，各スロット終端位置 X において給電位置 l に対する放射指向性の落
ち込み Ddip の値が周波数ごとに変動していることが見て取れる．また，すべての周波数において
Ddip の変動の大きさは X に依存し，Ddip 値が小さいものが無指向性アンテナに適している．すなわ
ち，ある決まった X，l に対して全周波数で Ddip値が最も小さいものが最適値といえる． 
図 3.9(a)は全周波数にわたって l に対する Ddip の値がそれぞれ大きく変動していることから，広
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(a) X=0.5mm, g=0.3mm xy‐plane
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る．ちなみに，図 3.9(c)の X=6 mm，l=8.5 mm では，3.5，4.5 GHz という低い周波数において各 Ddip
値が 9 dB 前後まで落ち込んでいるが，6.5～10 GHz という高い周波数において各 Ddip値が 5 dB 以
内である無指向性の条件を満たしている．また，図 3.9(d)の X= 9mm，l=13 mm では，3.5～10 GHz
の広帯域にわたって各 Ddip値が 5 dB 以下であることから十分に無指向性を満たしているといえる．
なお，xy 面の無指向性は，スロットの淵に沿って流れる電流によるものであると考えられる． 
図 3.10 (a)，(b)は 3.5～10 GHz において l に対する Ddipの値がそれぞれ大きく変動していることか
ら，広帯域にわたって無指向性を満足していないといえる．一方，図 3.10(c)，(d)においては，l に
対する Ddip値が広帯域にわたって小さな値に収束し，無指向性を満たす構造パラメータが存在して
いることが分かる．特に，X=6 mm，l=8.5 mm 及び X=9 mm，l=13 mm 付近においては各周波数の
Ddip値は低く抑えられている．ちなみに，3.5，4.5 GHz という低い周波数で前者は各 Ddip値が 3 dB
以下であり，6.5～10 GHz という高い周波数で後者は各 Ddip値が 2.5 dB 以下である．yz 面の無指向
性は，アンテナ上辺に沿って流れる電流が主であると推測する． 
最後に，図 3.11(a)～(d)では，全体的に全周波数にわたって l に対する Ddipの値が大きく変動して
いる．その中でも，Ddip値が比較的低く抑えられているのは，図 3.11(c)の X=6 mm，l=8.5 mm もし
くは図 3.11(d)の X=9 mm，l=5 mm 付近であると考えられる．しかし，いずれも各 Ddip値が 10 dB 以
上であることより，今回の設計目標から xz 面は無指向性には適していないと考えられる． 
以上の考察より，無指向性を満たす xy 面と yz 面に焦点を絞り，それぞれの面における放射指向
性の落ち込み Ddipが最小となるピーク値を評価することで無指向性に注目した設計指針を示す． xy，
yz 面の 3.5，4.5 GHz という低い周波数で給電位置 l に対して Ddipはいずれも±1 dB 程度の変化であ
り，かつほとんどが 10 dB 以下である．したがって，ここでは 3.5，4.5 GHz においては l を任意に
設定できるものとする．さてここで，l に対して Ddip値の変動が著しい 6.5～10 GHz の高い周波数
における xy，yz 面のピークをマーカで示す．さらに，ピークの集中度をより分かりやすくするため
に，xy，yz 面のマーカのみをまとめたものを図 3.12(a)，(b)にそれぞれ示す．図の横軸は給電位置 l，
縦軸は Ddipを示し，スロット終端位置 X をパラメータとしている．また，マーカが最も集中してい
る l の近辺に 3.5，4.5 GHz における Ddipのレベルを実線/破線で示した．また，各マーカとレベルを
結んだ領域を網掛けし，マーカの集中度を視覚的に示した．図 3.12(a)より，マーカが l に対して最
も集中しているのは，網掛け領域の小さい X=6 mm，l=8.5～9 mm であり，かつ Ddipの値が 10 dB 以
内に収まっている．同様に，図 3.12(b)においては，マーカは X=6 mm，l=8～8.5 mm に最も集中し
ていることがわかる．これらより，スロット終端位置 X によって，周波数ごとのマーカ位置 (すな
わち Ddipが最小となる給電位置 l)は集中したり分散したりするケースがあることが分かる．すなわ
ち，この分散度合いが最も小さいスロット終端位置 X が最適値である． 
以上より，Ddipのピーク値からも考察を行ったところ，広帯域にわたり xy 面と yz 面に対して最
も無指向性に近い特性が得られる条件を同時に満たす (給電位置 lの分散度合いが最も小さい)構造































































・ Design of the best structural parameters 
for wide bandwidth 
・ Set the initial parameters based on 
Tabular Loop Antenna
・ Design of the best structural parameters 
for omnidirectional pattern
・ Verification of the best structural    
parameters for Half Slot Antenna
 
 




(1) まず，すべての面において広帯域にわたり放射指向性の落ち込み Ddip が最小となるスロット終
端位置 X 及び給電位置 l を検討する． 
 





以上 3.4.1 と 3.4.2 の結果を要約すると，インピーダンス帯域幅と無指向性の両側面を考慮したハ























解析により得られたアンテナのインピーダンス特性を図 3.14 に示す．図 3.14 は給電のインピーダ
ンスが 50 Ωに対応する VSWR (Voltage Standing Wave Ratio)値を示している．図よりアンテナのスロ
ット幅 g=0.3 mm，スロット終端位置 X＝6 mm，給電位置 l=8.5 mm のとき，VSWR<2.0 となる周波
数が 4.3～12.5 GHz の広帯域を実現している．図 3.14 でもっとも広帯域のときの VSWR 計算結果か
ら大別して 3 つの共振 (6.5 GHz，7.4 GHz 及び 11.5 GHz)が確認できる．11.5 GHz における共振は
































る．図 3.15 に主共振となる(a)6.5 GHz と(b)11.5 GHz におけるアンテナの放射パターンの計算結果を
示す．図 3.15(a)より，xy，yz 面は無指向性が確認されるが，xz 面は約 10 dB の減衰が生じている．
一方図 3.15(b)では，yz 面が無指向性で，xy，xz 面では 8 の字に近い放射パターンとなった．  
図 3.16 のアンテナ表面電流分布 (電磁界解析結果)により，上記を検証する．図 3.16 中の三角矢
印は電流の向き及び大きさを示している．また，破線矢印は，主電流の様子を簡略化して示したも
のである．ここで 6.5 GHz では，主放射は開口スロット内の磁流によるもので，図 3.16(a)の側面の




一方，図 3.16(b)の 11.5 GHz の電流分布は，2 倍高調波の様子を示している．スロットの淵に沿っ
て流れる電流 (磁流)による放射パターンは，xy 面で無指向性であるが，導体平板上の z 方向電流の
影響が表れ，x 軸方向に減衰が生じている．yz 面は，上辺の電流が主となり，無指向性を保ってい





























































ことが知られている[11]．図 3.17 に，φ1.2 mm の同軸ケーブルにより給電した UWB ハーフスロッ

















































 試作アンテナの VSWR 特性を測定した結果を図 3.18 に示す．図中の Exp は実測値，Sim はア
ンテナと同軸ケーブル (長さ 45 mm) を含んだ構成での電磁界解析値を示している．図 3.18 より，
VSWR が 2 以下となる周波数帯域の実測値は 3.5～11.9 GHz であることが確認できる. このよう
に，給電系を含んだ構造では中心周波数に対する帯域幅が 109% であり，周波数スケールで UWB 








図 3.19 に，放射指向性を測定した結果を示す．図 3.19(a)～(c) は xy 面，yz 面，xz 面における実
測値，(d)～(f) は対応した電磁界解析値をそれぞれ示している．なお，ここでは UWB 帯域外の 11.5 
GHz における特性も同時に示している．指向性パターンの測定は，xy 面及び xz 面は水平偏波，yz 
面は垂直偏波で行った．まず，xy 面における実測値と電磁界解析値は傾向は一致しているが，6.5 
GHz で放射指向性の落ち込み Ddip がほぼ 10 dB 以内である無指向性を満たしているものの，それ
以外の周波数においては x 軸方向に 10 dB 以上の落ち込みが生じている．これは，同軸ケーブルの
影響が少し現れたためと考えられる．yz 面については，実測値と電磁界解析値はほぼ一致し，Ddip 
が大よそ 10 dB 以内であることから目標の無指向性を達成したといえる．xz 面については，実測値












も無指向性を満足しているが，yz 面においては，Ddipが 20 dB 以上の放射指向性の落ち込みが生じ
ている．ちなみに，提案手法により設計したアンテナは，xy，yz 面ともにいずれの周波数にわたっ


























































































































































































































Proposed antenna         
(half slot  antenna)  
 



















(5) アンテナの縦横形状が 26 mm のとき，スロット幅は 0.3 mm，スロット切込み深さはアンテ
ナ底辺から 6 mm，給電位置はアンテナ上辺より 8.5 mm という最適な構造パラメータが得られた．
最後に，実測により，給電系を含んだ構造では 3.5～11.9 GHz (中心周波数に対する帯域幅 109%) に
おいて VSWR が 2 以下の UWB 帯域を満たすとともに，2 つの放射面における放射指向性の落ち込



































パターン積分法[50]，放射電力の全立体角測定[51]，Reverberation chamber 法[52]，Wheeler cap 法
[53]-[55]などが提案されている．文献[50],[51]は，原理的な方法であるが，利得測定に十分な精度が
得られないといった課題がある．文献[52]は，携帯電話などの EMI (Electromagnetic interference)測定
を放射効率測定に応用した方法である．一方[53]-[55]の Wheeler cap 法は，簡易かつ高精度な測定法
として注目を浴びている． 
 Wheeler cap 法は，アンテナから放射される電力を放射シールド (Cap)により覆うことで効率を測
定する手法である．また，Wheeler cap 法は，UWB アンテナの効率測定にも応用することができる





[57]は，狭帯域アンテナにおいて少数個の Cap で十分であるが，UWB アンテナにおいては多数の
Cap を用意する必要があり測定が煩雑である．一方，文献[58]は，可動短絡をスライドさせるだけ
で良く，簡便であるが，形状が長方形であることから，新たな高次共振モード数の増加やシールド
導波管の Q (Quality factor)値が低くなるといった課題も生じる． 
そこで，本章では Cap の Q 値を高く保ったまま Wheeler cap 自身の共振による測定誤差を回避す
ることができる広帯域アンテナの効率測定法について考察する．具体的には，高 Q の球形 Wheeler 
cap を用い，Cap 自身の高次共振モードの周波数を同時にわずかに離調させうるスタブチューナ及














を P0とすると，アンテナの入力端においてインピーダンスミスマッチングにより Pr の反射電力が
生じる．さらに，Pr を差し引かれた後のアンテナへの入力電力 Pin の一部はアンテナにおける損失
電力 Plossによって熱に変換される．この影響は特にアンテナの大きさが波長の数分の 1 以下の小型




























































4.2.2 Reverberation chamber 法 
 
ここでは，Wheeler cap 法と比較するために Reverberation chamber 法について述べる．一般に，EMI 
(Electromagnetic Interference: 電磁妨害)や EMC (Electromagnetic compativility: 電磁環境適応性)の評










精度な Wheeler cap 法について言及する． 
 
4.2.3 Wheeler cap 法 
 




























なる．この原理に基づいて効率を算出する手法が Wheeler cap 法である． 
一般に，放射抵抗 Rrad 及び損失抵抗 Rloss は，電波の進行方向と後退方向を表現した散乱行列
(Scattering parameters)[65],[66]を用いて表すことができる．アンテナを 2 ポートの回路と考えて

































 そこで，図 4.3 に示すように Wheeler cap 法ではこの放射電力を全てアンテナ側に反射させる 1
ポートの回路を考える事で，S11のみの測定で簡便に効率を求めることが出来る．したがって，Cap
でアンテナを放射シールドしたときのアンテナ入力インピーダンスを測定するということはすな



















4.2.4 改良型 Wheeler cap 法 
 
 Wheeler cap法は，簡便かつ高精度であるが，Capの自己共振による測定誤差が課題である．Wheeler 
cap 法における測定誤差を回避する方法として，複数の Wheeler cap を用いる方法[67]，導波管及び
可動短絡を利用する改良型 Wheeler cap 法[58] (図 4.4),[68],[69]が提案されている．文献[67]は，狭帯 































4.3.1 Wheeler cap 形状 
 









とが望まれ，可能な限り Q の高い Cap を用いる必要性がある． 
 Cap の形状として，図 4.5 に示すように六面体型 (導波管など)，円筒型，半球形，球形などが提 
案されている[68]．なお，球形 Cap を用いる場合には，アンテナを球の立体中心に配置する必要が
ある．また，導体材料 (銅または真鍮など)を球形に加工する技術が求められる．本章では，以下の
理由により，広帯域アンテナの効率測定には金属の球形 Cap を用いるのが最適であると考える． 
 
1.  蓄積された電磁エネルギー (体積)に対して，電力損失 (表面の面積)が小さい，すなわち   
Q が高く離調周波数はわずかで良い 
2.  球形 Cap では，アンテナが Cap のすべての内表面から中心に配置することができる 
Cap によるアンテナ表面電流の変化が最小の大きさの Cap で良い，すなわち半径 λ/2π 
(ラジアン球[59])程度の条件を満たす Cap 形状である 
また体積が小さいので加工が容易である． 
3.  上記の条件を満たす Cap 形状の内，球形 Cap は高次共振モード数が同じ周波数範囲内に      
おいて少ない 
 
以上より，球形 Cap の内径は UWB の下限周波数である 3 GHz の波長とアンテナの大きさか 




Half sphere Sphere  
 





4.3.2 高次共振モード離調型 Wheeler cap 
 
高次共振モードの周波数を離調する方法として，離調型 Wheeler cap 法を提案する．これは，球




1. 必要離調周波数と Cap 共振の Q 値との関係を明らかにする 
2. 最初に TM モードの共振を離調できるスタブチューナを設計し，TM 共振モードを大きく 
変化させずに離調できる動作確認を行う 
3. TM 及び TE 両モードの共振を離調可能なマルチモードチューナを設計し，共振モードを 
大きく変化させずに離調するチューナの動作確認を行う 





Wheeler cap 内に挿入して効率を測定すると仮定したとき，Cap の高次共振周波数 f0において損失が 
生じ，効率測定値が劣化する．ここで，周波数 f0より⊿f だけ離調した見かけ上の効率落ち込み ηdrop， 
は以下のように示される．このとき，離調周波数を⊿f とする．   










































 ................................................................................................ (4.5) 
 
で与えられる．ここで，βは共振器のカップリング係数であり，Cap 自身の Q (Q0)を外部回路の Q (Qe)
で割ったものである．QL は Cap 自身の損失とアンテナを通して外部に結合する回路によるすべて
の損失を含んだ Q を示す．また，δは正規化された離調周波数を示している．β=1 (Critical coupling)
では QL=Q0/2 となり，効率測定値の劣化は図 4.6 のように示される．  



























が得られる．式(4.7)より，正規化された離調周波数 δ は Cap 自身の Q0値と落ち込み ηdropに依存す
ることが示される． 
ところで，ネットワークアナライザ装置の反射損の測定誤差は±0.05 dB 程度である[71]．いま，
反射損を 0.1 dB として，式(4.3)より放射効率を求めると 98%である．すなわち，系に 0.1 dB の誤
差があると，2%の測定誤差となって現れる．このことより誤差2%となる周波数を離調条件とする．
式(4.6)より，Q0δ に対する ηdropの関係を図 4.7 に示す．図より，ηdropは Q0δ に対して急峻に減衰し
ており，ηdropが 2%以下となる条件は Q0δ>7 である．例えば図 4.8 に示すように，10 GHz において
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Cap 自身の TM 共振モードを大きく変えることなく離調可能なスタブチューナを提案する．図 4.9
は，本章で用いる球座標系を示している．図は，1 つの動径 r 及び偏角φ，θ から成る座標系であ
る．図 4.10 は，(a)既存の球形 Wheeler cap と(b)提案するスタブチューナを用いた球形 Wheeler cap
の断面の様子を示したものである．図の破線矢印は，基本モードである TM101モードの電界の方向




提案する．このチューナは，Cap 内の電界方向に対して垂直 (z 軸方向)に移動するものであること
から，TM モードの周波数を離調することが可能である．また，チューナを電流が TM モードにお




























Modes cannot be offset Modes can be offset









図 4.10 既存の Wheeler cap と提案する Wheeler cap 
 
 
The length of stub l [mm]
Fundamental mode TM101


























入長さ lに対する TM101モードの共振周波数をプロットしたものである．電磁界解析には，FIT (Finite 
Integration Technique)法を導入した CST MW-Studio を用いた．このとき，解析した周波数範囲は，2
～10 GHz である．また，解析領域は，70×70×75 mm3であり，メッシュ数は約 80 万メッシュ (10 GHz
の波長に対して 20 分割)の条件で解析を行った．電磁界解析による TM モードの電界の様子から，
スタブの直径を 6 mm とした．図 4.11 より，スタブチューナを Cap 内に 20 mm 挿入したとき，TM101
の共振周波数は 3.75 GHz から 2.88 GHz へと 23％変化していることが確認できる．これは，高次共
振周波数に対して前述の離調条件を十分に満足していることを示している． 
 スタブチューナを用いた Cap 共振の離調原理は，図 4.12 の等価回路を用いて説明することがで
きる．図 4.12 は TM101モードにおけるスタブチューナを用いた Wheeler cap の等価回路モデルを示
している．図の Rp，Xpは寄生インピーダンスの実部と虚部をそれぞれ示している．また，Rant，Lant，
Cantはアンテナの放射抵抗，インダクタンス及びキャパシタンスをそれぞれ示している．Rcap，Lcap，
Ccapは Wheeler cap 自身の損失抵抗，インダクタンス及びキャパシタンスをそれぞれ示している．図
























ナでは，図 4.13(a)に示す基本的な高次共振モード (TM モード)の周波数に関してはほぼ離調される
が，図 4.13(b)の TE モードに関しては，ほとんどの周波数が離調されないものと推測される．そこ
で，ここでは TM モードだけでなく TE モードも離調できるマルチモードチューナを提案する．ま
ず，4.3.2.2 のスタブチューナは，スタブを電界方向の z 軸方向に挿入している．一方，図 4.13(b)
の TE モードでは，電界に沿ったリングにより離調可能であると考えられる．したがって TM，TE

















(a) TM mode (TM101)             (b) TE mode (TE101)  
 

































電磁界解析により Cap 内に挿入したスタブ長 l [mm]と高次共振周波数の様子を図 4.15 に示す．
なお，Cap の最小 Q0値は 9.62 GHz において 2664 である．この値は，電磁界解析によって得られた
各高次共振の Q0値から最小値を選ぶことで求めた．図 4.15 (a)はスタブのみを，同図(b)はスタブと
リングを組み合わせたチューナを挿入したときの高次共振モード変化をそれぞれ示している．ここ
で，スタブの直径 r1は 4.3.2.2 との比較のために 6 mm とした．また，Cap の電磁界解析を行い，TE
モードにおいて電界が最も集中しているところよりリングの直径 r2及び幅 w を 30 mm，2 mm とし
た．なお，r2，w の値に対してそれぞれ±10%ずつ細かく変化させて電磁界解析を行ったところ，結
果に大きな差異がないことを記す． 
図 4.15 (a)より，スタブチューナの挿入長さ l に対して，すべての TM モードは 1 GHz 弱変化して
いるが，TE モードに関してはほとんど変化していない．一方，図 4.15(b)より，スタブとリングを
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(b) Stub + Ring tuner 
 





4.3.2.4 Cap の Q0値 
  
 広帯域アンテナの効率測定を行う上で，理想的な Wheeler cap は球形 Cap であることを 4.3.1 で述
べた．ここでは，球形 Cap の Q0値が効率測定誤差に与える影響について検討する．図 4.16 は，Cap
の Q0 値を変えるために，Cap の導電率を変化させたときの S11_cap の様子を示している．導電率が
1.57×107 [S/m]のとき S11_capの落ち込みの帯域幅は狭くなり，導電率が 1.57 [S/m]のとき S11_capの落ち
込みの帯域幅は広くなっている．式(4.6)より，S11_capが－1dB のレベルにおいて見かけ上の効率落ち
込み ηdropは 20%となる．S11_capが－1dB となる帯域幅は，導電率が 1.57×10
7 [S/m]では 0.04 GHz，導
電率が 1.57 [S/m]では 0.11GHz である．これは，導電率によっても Cap の Q0値に影響を与えること








































図 4.17 に測定系システムの概略を示す．球形 Cap 及びチューナの材質は導電率 σが 1.57×107 [S/m]
の真鍮であり，半球 Cap を二つ合わせて内径 70 mm のラジアン球を形成している．半球 Cap 同士
のコンタクト損失は特に TM モードの Q0 に大きく影響を与えるため，端面をエッジ構造とした．
これは，幅 500 μm，高さ 20 μm の山を片側の球形 Cap のコンタクト部分の淵に沿って形成させ，
ネジを締めたときにそれぞれの Cap が完全にコンタクトするという構造である．また，チューナの
スタブ部分もコンタクトのためにネジ構造とした．さらに，4.3.1 のラジアン球の条件を満足させる
ために，アンテナを Cap の中央に配置する．そのため，同軸ケーブルの長さは 35 mm に設定した． 
上記をもとに試作した Wheeler cap とその実験環境を図 4.18 に示す．ネットワークアナライザに






















図 4.17 測定系システム 
 



















 測定には，図 3.17 に示した UWB ハーフスロットアンテナを用いた．このとき，アンテナ自身と
同軸ケーブルの距離 (外導体までの間隔)は 0.5 mm である．また，同軸ケーブルの長さは 35 mm で
ある．ネットワークアナライザにより，このアンテナの効率測定評価を行った．アンテナの入力反













図 4.19 にスタブチューナの挿入長さ l をそれぞれ 0[mm]~25[mm]まで 5mm ずつ変化させたとき
の UWB ハーフスロットアンテナの効率測定結果を示す．図より，l を 0～25 mm まで変化させたと
き，基本モードである TM101モードは 4.05 GHz から 3.12 GHz へと変化していることが分かる．こ
の TM モードは，Cap 自身の共振であり，見かけ上のアンテナ効率誤差となって現れている．また，





図より，l を 0～25 mm まで変化させたとき，TE101モードは 4.97 GHz から 5.12 GHz へと変化して
いることが分かる．したがって，マルチモードチューナを用いたときには，TM モードだけでなく
TE モードの共振周波数もチューナ挿入長さにより変化していることが確認できた．なお，マルチ





































































































(b)  l=5 mm 
 
図 4.19 各スタブチューナ挿入長さ l におけるアンテナ効率測定結果 
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(d)  l=15 mm 
 















































































(f)  l=25 mm 
 














































































(b)  l=10 mm 
 














































































(d)  l=20 mm 
 








































(e)  l=25 mm 
 
図 4.20 各マルチモードチューナ挿入長さ l におけるアンテナ効率測定結果 
 
 
続いて，上記それぞれ 6 つの特性の最大値だけを選択して包絡処理した値 (Exp.)を解析値 (Sim.)
とともに図 4.21に示す．解析値は，実験同様の手順で MW-Studioにより 4.3と同じ条件で算出した．
図 4.21 (a)は，スタブのみ，(b)はスタブとリングを組み合わせたチューナの挿入長さ l をそれぞれ変
化させたときの包絡処理後の結果を示している．図中に示す丸く囲った広い帯域における高次共振
モード以外によるわずかなアンテナ効率測定劣化については，4.6 で述べる．図より，(a)は TE モ
ードがスタブにより十分離調されていないことより 5 GHz，6.5 GHz，7.7 GHz，8.2 GHz において共
振が生じているが，(b)では TE モードもほぼ離調されており共振による誤差をチューナ位置が 5 点
の測定で十分に回避できていることがわかる．また，図 4.21 (b)が示すように包絡処理したハーフ
スロットアンテナの効率測定値と解析値は良く一致していることが確認できた．さらに，従来手法
に対応する図 4.19 (a)の測定結果と提案手法により得られた図 4.21 (b)を比較する．図 4.19 (a)は，Cap
サイズが 1 個のときには，3～4.2 GHz においては効率落ち込みが無く測定が可能であることを示し
ている．なお，Cap サイズが 5 個のときには，3～5.4 GHz まで測定可能である．一方，図 4.21 (b)
では，5 つのチューナ位置において Cap サイズを変えることなく 3～10 GHz にわたってほぼすべて
の効率落ち込みを回避して測定可能であることが確認できた． 
以上の結果より，チューナを用いた広帯域アンテナ効率測定の有効性が示された．特に，マルチ












































































(b) Stub + Ring tuner 
 
図 4.21 UWB ハーフスロットアンテナの効率測定結果 
 
5 tuner positions for 3-10GHz 
 
 92 
4.5.2 Reverberation chamber 法との比較 
 
本節では，Reverberation chamber 法と提案手法によるアンテナ効率の測定結果を比較する．
Reverberation chamber による実験の様子を図 4.22 に示す．Reverberation chamber のサイズは，
500×500×500 mm3，攪拌羽 (Stirrer)の大きさは，150×30 mm，材質はステンレスの条件で実験を行
った．なお，アンテナ効率は，Wheeler cap 法と同様に，式(4.3)より算出した．アンテナには，図
3.17 で示した UWB ハーフスロットアンテナを用いた． 
図 4.23 に，Reverberation chamber 法と提案手法 (Stub+Ring tuner を用いた手法)によるアンテナ効







図 4.22 Reverberation chamber 
 















































図 4.23 Reverberation chamber 法と提案手法によるアンテナ効率測定結果 
 
 
つの測定値の最大値を包絡処理した実験結果を示している．また，Proposed method は図 4.21(b)の
測定値を示している．両者を比較したところ，Reverberation chamber 法では 5 GHz 以上の高い周波
数においてアンテナ効率が急激に落ち込んでいる．これは，Chamber 自身はステンレス製であり真
鍮に比べて導電率が大よそ 1/10 と低くく，サイズが測定周波数に対して大きいため Chamber の導
体損による損失及び反射波が給電部の終端インピーダンスに戻ってくるまでに反射を繰り返すこ




























同軸ケーブルの長さも 35 mm に設定した．図の解析結果より，最大表面電流 (316 A/m)はアンテナ
のスロットに沿って流れ，比較的高い電流 (132 A/m)が同軸ケーブルの外導体の上下に一様に分布












認する．図 4.25 は，同軸ケーブルの長さを 17.5～52.5 mm まで変化させたときのアンテナ効率を電
磁界解析により図 4.21 と同様の手順で算出したものである．これらの値は，Cap の半径の半分の値
より選択した．図 4.25 より，4.8 GHz 付近においてアンテナ効率は 60% (同軸ケーブル長：35 mm)
から 95% (同軸ケーブル長：17.5 mm)に改善されていることが確認できる．また，わずかな効率の
落ち込みの中心周波数は，4.8 GHz (同軸ケーブル長：35 mm) から 3.2 GHz (同軸ケーブル長：52.5 
mm)へとシフトしている．さらに，2～6 GHz の帯域にわたってアンテナ効率が全体的に改善されて































Coaxial cable length L 17.5mm
Coaxial cable length L 35mm
Coaxial cable length L 52.5mm



















本章では，既存のアンテナ効率測定技術を述べるとともに，広帯域にわたり球形 Wheeler cap 自
身の共振による測定誤差を回避することができるチューナをアンテナ効率測定に応用した．ここで
は，Wheeler cap 自身の高次共振である TM モードを離調するためのスタブチューナ，及び TM，TE
両モードに適用できるマルチモードチューナを提案した．主な結果を以下に述べる． 
 
(1)チューナを設計するにあたり必要な離調周波数は，Cap の Q0 値と見かけ上の効率落ち込みの
値に依存することが理論式により示された．また，UWB 帯域において Q0が 1000 である真鍮製 Cap
を用いた測定を仮定すると，高次共振が生じる周波数の 0.7%程度を離調すれば十分であることが
明らかとなった． 
(2)スタブチューナの動作を電磁界解析で確認したところ，チューナを Cap 内に 15 mm 挿入した
ときに TM101 モードは高次共振周波数に対して 23%離調できることが確認できた．さらに，最小
Q0値が 9.62GHz で 2664 である内径 70mm のラジアン球を用いたとき，UWB 帯域にわたって TM
モードだけでなく TE モードに対しても高次共振周波数の±5％を可変可能なマルチモードチューナ
が設計できることが示された． 
(3)両チューナを用いて，UWB ハーフスロットアンテナの効率を測定した結果，3～10 GHz にお







































(第一の課題) アンテナ群遅延の評価，(第二の課題) 広帯域アンテナの最適化，(第三の課題) アン
テナの効率評価である． 
 これら 3つの課題に対して，アンテナの広帯域化及びその特性評価について議論した．本論文は，

















実測により，共振周波数においてダイポールアンテナの群遅延は 1.3 λ (λは波長：1.68 GHz にお





























これを踏まえ，アンテナの縦横形状が 26 mm のとき，スロット幅は 0.3 mm，スロット切込み深
さはアンテナ底辺から 6 mm，給電位置はアンテナ上辺より 8.5 mm という最適な構造パラメータ
が得られた．最後に，実測により，給電系を含んだ構造では 3.5～11.9 GHz (中心周波数に対する帯
域幅 109%) において VSWR が 2 以下の UWB 帯域を満たすとともに，2 つの放射面における放




 第 4 章では，第三の課題であるアンテナの効率評価に関して，精度高く測定するための手法に
ついて論じた．放射効率は，実用化を考慮したアンテナに要求される性能の中で重要な項目の一つ
である．放射効率測定として，簡便かつ高精度な Wheeler cap 法が提案されている．しかし，測定





そこで，高 Q (Quality factor)である球形の Wheeler capを用い，高次共振モードを離調するために，
スタブチューナ及びスタブとリングを組み合わせた真鍮製マルチモードチューナを提案し，広帯域
アンテナ効率測定に応用した．また，真鍮製 Cap を用いたとき，10 GHz では高次共振の生じる周
波数の 0.7％程度を離調すれば十分であることを理論式により明らかにした．さらに，内径 70 mm
の Wheeler cap を用いたとき，3～10 GHz において TM，TE 両モードの高次共振周波数を少なくと
も±5％離調可能なマルチモードチューナが設計できることを電磁界解析により示した． 
実測により，前章で設計した UWB ハーフスロットアンテナの効率を測定した結果， 3～10 GHz










































アンテナ素子の半径は 0.175mm，共振周波数は 1.68GHz を仮定している．このとき，1.0～2.0 GHz
において，0.1 GHz ごとにプロットを行っている．モーメント法の条件は，アンテナエレメント電
















































アンテナの解析には，有限積分法 (FIT 法)[73]-[75]と PBA (Perfect Boundary Approximation)法[76]




こでは，メッシュを λに対して 20 分割，PML (Perfect Matched Layer)吸収境界領域をアンテナ給電
より 0.5 λ～0.75 λの位置に設定した．このとき，PML は 4 層である．また，スロットの間に給電ポ






























は，Windows XP Professional 64bit Core2 Quad CPUQ6700 2.66GHz 8GB RAM である． 
図 A.5 は，メッシュ数と解の収束の関係を示している．解の収束は，アンテナの共振周波数にお
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